
国内エネルギー消費

国内最終エネルギー消費の現状（2022年度）

1出典：資源エネルギー庁「第55回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」

【部門別最終エネルギー消費】 【エネルギー源別最終エネルギー消費】

資料３



国内の電力需要

直近における電力需要の見通し

○ 2033年における全国の需要電力量は2023年比で約4.0％増加する見込み

 人口減少や省エネ進展等により、家庭用では約5.2％減少

 データセンターや半導体工場の新増設等により、産業用その他では約14.5％増加

○ ３大都市圏を含む電力管内で比較すると、東京電力管内の増加が顕著に大きい
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出典：電力広域的運営推進機関
「2024年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について」を加工

需要電力量全国合計（家庭用その他）需要電力量全国合計（使用端）

東京電力管内：9.4％増

中部電力管内：1.9％減
関西電力管内：1.8％増

需要電力量全国合計（産業用その他）

東京電力管内：31.9％増

中部電力管内：0.7％増
関西電力管内：10.3％増

東京電力管内：6.1％減

中部電力管内：6.0％減
関西電力管内：5.6％減



東京都内のエネルギー消費量

都内エネルギー需要の内訳

〇 都内エネルギー需要の約４割は業務部門。燃料種別では電力の比率が高い

出典：東京都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査（2021年度（速報値）） 3

業務 37.0％

家庭 35.2％

運輸 20.0％

産業 7.8％

【都内エネルギー消費（部門別）2021年度（速報値）】

単位：ＰＪ

電力 46.9％

都市ガス 29.7％

ＬＰＧ 2.1％

燃料油 21.3％

その他 0.1％

【都内エネルギー消費（燃料種別）2021年度（速報値）】

単位：ＰＪ



東京湾周辺の発電所

火力発電所

〇 東京電力管内の火力発電所は、東京湾沿岸に集中（約６割）
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【東京湾岸への集中】

出典：資源エネルギー庁「第55回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」



出力制御

出力制御の実施状況

〇 2024年度は東京を除く全エリアで、出力制御が発生する見通し

【2024年度の各エリアの再エネ出力制御見通し】

5出典：第50回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ」



マスタープランに基づく全国規模での系統整備

広域連系系統のマスタープラン

〇再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、電力広域的運営推進機関が広域連系系統
のマスタープランを2023年3月に策定・公表

〇北海道～本州間の海底直流送電等について、具体的な整備計画の検討を開始。

6出典：広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（電力広域的運営推進機関2023 年3月29日策定）



系統制御による出力制御

ノンファーム型接続の導入による影響

〇 系統混雑時の出力制御を条件に新規接続を許容するノンファーム型接続の導入が進展

〇 今後、再エネ導入が拡大すると、系統制約による出力制御量が増加する可能性

【ノンファーム型接続の導入】

7

出典：第62回 広域系統整備委員会を加工

導入

【系統制約による出力制御のイメージ】

出典：第46回 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループを加工



東京都内の系統連系空き容量

系統連系空容量マッピングの状況

〇 配電用変電所に空き容量はあるものの、出力制御の可能性が高いエリアも多く存在

【配電用変電所エリア空容量マッピング】

8出典：東京電力パワーグリッドＨＰを加工

現在配電用変電所の空き容量が不足
し，配電用変電所及びバンクの増強，
逆潮流対策等について連系のための
対策が必要となる可能性が高いエリ
ア。
または，上位特別高圧系統で連系に
必要な対策が必要となる可能性が高
いエリア。

上位特別高圧系統の平常時出力制御
が発生する可能性が高いエリア
（現在配電用変電所は空きあり）。

上位特別高圧系統の平常時出力制御
が発生する可能性が低いエリア
（現在配電用変電所は空きあり）。



系統用蓄電池整備

系統用蓄電池の状況

〇 国内で、系統用蓄電池が急速に増加

【世界全体のエネルギー貯蔵能力】

9出典：資源エネルギー庁「第55回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」

【系統用蓄電池の導入状況2023年12月末時点）】



バイオ燃料・合成燃料・合成メタン

国による取組状況

〇 官民協議会や各種審議会において技術・経済・制度的課題や解決策について議論を
行いつつ、導入を促進

10出典：資源エネルギー庁「第55回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」



国内企業の動向

企業による脱炭素化の取組

〇 脱炭素化に向けてＳＢＴ認定企業が増加

〇 中小企業が取引先からカーボンニュートラルを求められる割合も増加しており、
サプライチェーン全体での脱炭素化が重要

【日本企業のＳＢＴ認定企業数の推移】

11出典：資源エネルギー庁「第55回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」

【中小企業が取引先からＣＮ要請を受けた割合】

出典：内閣官房「第11回 ＧＸ実行会議」



中小規模事業所のゼロエミッションビル化支援事業

事業概要
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新規

◆助成対象者
都内に中小規模事業所を所有または使用する中小企業者等

◆助成対象
① ゼロエミビル化設計支援

・改修を行うために必要な調査・設計・計画策定等に係る経費
・改修を行うための実施設計等（建築設計、設備設計等）に必要な経費
・改修設計内容についてBELSの評価・認証を受けるために必要な経費

② ゼロエミビル化設備導入支援
(1) 建築省エネルギー技術（パッシブ技術） ：断熱材、断熱・遮熱窓 ※建築工事、躯体工事を除く
(2) 設備省エネルギー技術（アクティブ技術）等：空調設備、照明設備、換気設備、給湯設備、昇降機設備など
(3) 再生可能エネルギー技術

再生可能エネルギー発電設備（太陽光発電、風力発電など）、再生可能エネルギー熱利用設備（地中熱利用、
太陽熱利用など）、蓄電池（再エネ発電設備と同時導入する場合）

◆助成要件
・①ゼロエミビル化設計により、BELS認証を取得すること。
・②(1)及び②(2)の省エネ技術導入によって、ZEB Oriented相当の

省エネ性能を達成すること。
・②(3)の再エネ技術は、 ②(1)(2)と併せた申請とすること。

◆助成率・助成金額

助成対象 要件 助成率 上限額

①ゼロエミビル化設計支援 BELS認証の取得 ２／３ 1,000万円

②ゼロエミ
ビル化設備
導入支援

(1) 建築省エネ技術(パッシブ)
(2) 設備省エネ技術(アクティブ)

ZEB Oriented相当の
省エネ性能の達成 ２／３

１億5,000万円

※②(1)(2)は必須
(3) 再エネ技術 ②(1)(2)と併せた申請



中小規模事業所向け廃熱有効利用設備導入支援事業

事業概要
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工場等から発生する廃熱等を有効活用する設備を導入する経費の一部を補助

１ 助成対象者
都内に中小規模事業所を所有または使用する中小企業者等

２ 助成率・助成金額
設備導入支援 ２／３ （上限1,000万円）

３ 助成対象（例）
工場等から発生する廃熱等を抽出するために必要な設備の新規導入及び更新
（熱交換器、ヒートポンプ、ヒートパイプ等）

４ 助成要件
・事業者が自ら計画を作成し、廃熱等を回収し活用するシステムが
確認できる資料の提出ができること

５ 活用事例
・従来は廃棄されていた排水を熱源として利用し、蒸気を生成し加温等に利用。
・冷水と温水が同時に必要な生産工程にヒートポンプを活用し、省エネルギー化を図る。

新規

図１ ヒートポンプのしくみ
（出典：一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター）



地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業

事業概要

・助 成 対 象 者：民間事業者
・助成対象設備：①都内及び都外（東京電力管内）に設置する再生可能エネルギー発電

等設備（太陽光発電、風力発電、バイオマス発電、小水力発電等、
再エネ発電設備と同時導入する蓄電池）

②都内に設置する再生可能エネルギー熱利用設備
（太陽熱利用、地中熱利用、バイオマス熱利用等）
③都内に単独で設置する蓄電池

・助成対象経費：設計費、設備費、工事費
・助 成 率 ：下表のとおり
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区分 再エネ発電設備
再エネ熱利用設備 蓄電池

中小企業等 2/3以内
(上限2億円※1)

3/4以内
(再エネ設備同時設置：上限2億円※2)
(蓄電池単独設置：上限900万円)

その他
(大企業等)

1/2以内
(上限2億円※1)

2/3以内
(再エネ設備同時設置：上限2億円※2)
(蓄電池単独設置：上限800万円)

※1 都外設置の場合、再エネ発電容量×1時間以上かつ5時間以下の蓄電池同時設置で上限2億円、
それ以外の場合は上限1億円

※2 同時設置の再エネ設備と合わせて

新規



蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用したアグリゲーションビジネス支援事業

事業概要
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１ 事業内容
・助成対象事業者 ①都内に登記簿上の本店又は支店を有している需要家（一般送配電事業者は除く。）

②東京都に登録されたアグリゲーター（①の代行申請を含む。）
・助成対象経費

・助成対象要件
①都内事業所又は都外事業所（東京電力管内に限る）に再エネ発電設備又は蓄電池を導入すること
②設置事業所とアグリゲーターでERAB契約を締結しVPPを実施すること
③VPPを３年間以上実施すること
④VPP実施効果を報告すること 等

２ 事業期間
令和６～10年度（助成金の申請は令和８年度まで）

３ 事業効果
分散型エネルギーリソース導入拡大・調整力確保・レジリエンス向上

新規

助成対象事業者 助成対象経費 補助率 助成限度額

①事業者 ⑴ システム構築に要する経費
⑵ 再エネ発電設備に要する経費
⑶ 蓄電池に要する経費
⑷ 通信機器に要する経費

１/２

⑴ 1,250万円
⑵ 7,500万円
⑶ 1億5,000万円
⑷ 50万円

②アグリゲーター



再エネ導入拡大を見据えた系統用大規模蓄電池導入支援事業

事業概要

１ 助成対象者：都内に登記簿上の本店又は支店を有している法人

（ただし、一般送配電事業者は除く）
２ 助成対象設備：東京電力管内の電力系統に直接接続する1,000kW以上の蓄電システム
３ 助成対象経費：設計費、設備費、工事費
４ 事 業 期 間 ：令和４年度から令和12年度まで（申請は令和10年度まで年度ごと募集）
５ 助 成 率：２／３ （※)以内（上限20億円）※ EV蓄電池をリユースする場合は３／４

16
助成対象設備

【主な変更点】
・事業期間を５年間延長



企業のＳｃｏｐｅ３対応に向けた航空貨物輸送でのＳＡＦ活用促進事業

事業概要
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１ 支援対象

ＳＡＦを使用して航空貨物輸送を行う都内企業（貨物代理店を通して荷主企業を支援）

※貨物代理店は航空会社等と連携し、ＳＡＦ使用による上乗せ料金プランを作成

２ 補助要件

羽田空港または成田空港発着の貨物便であり、ＣＯ₂削減証書を

荷主である各企業に発行

３ 補助率等

荷主 補助上限額 補助率

大企業 1,000万円 ２／３

中小企業 300万円 10／10

⑥補助

①補助申請

航空会社

申請者

⑤証書発行②輸送依頼

③輸送実施依頼

④輸送報告

荷主（大企業・中小企業）

新規

貨物代理店



水素等の需要量見通し

世界・国内の見通し

〇 2050年における世界の水素等の需要量の見通しは、約4.3億トン（現状の約５倍）

〇 日本では、2030年に300万トン、2050年に2000万トンまで供給拡大することを目指す

【世界の水素等需要量の見通し】

18出典：資源エネルギー庁「第55回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」

【日本における見通し】



法の概要

◎ 水素の大規模需給拠点の整備を行う民間事業者の計画を国が認定する仕組み

➡先行的で自立が見込まれるサプライチェーンの構築

鉄鋼・化学産業といった代替技術が少なく転換困難な分野に係る水素転換が目的

低炭素水素等※供給等事業計画の認定（法第７条関係）

※低炭素水素等：1kgの水素製造における原料生産から水素製造装置の出口までの
CO2排出量が3.4kg-CO2e以下のもの

➡ グリーン水素でない水素を含む

区分 申請者 規模に係る要件

価格差に
着目した支援

供給事業者と
オフテイカーの共同申請

最低供給量
年1,000ｔ

拠点整備支援 オフテイカーの単独・共同申請
最低利用量
年10,000ｔ(※)

水素社会推進法の概要について

19



低炭素水素等供給等事業計画の認定イメージについて

基本的な考え方

【その他想定イメージ例】

〇 水島コンビナート（岡山県） 〇 苫小牧西部コンビナート（北海道） 20

出典：ＧＸ実行会議「分野別投資戦略」参考資料（水素等）を改編



川崎大規模
水素受入拠点

川崎MCH
実証基地

空港周辺エリア

空港隣接エリア

空港内エリア

○ 令和６年４月24日協議会設置

○ 空港臨海エリアの将来の絵姿や

ロードマップを検討

○ 協議会においては、船舶による海

外水素の受入を想定したときの利

便性や他地域における検討状況を

踏まえ東京都における空港臨海エ

リアを検討エリアとする。

○ さらに空港臨海エリアを各エリア

の特徴から「空港内エリア」、

「空港隣接エリア」、「空港周辺

エリア」の３つに分類し、検討を

進める。

東京におけるパイプラインを含めた水素供給体制検討協議会検討エリア

21出典:パイプライン協議会資料を改編



（※）拠点整備支援については、基準以下の小規模拠点も大規模拠点に紐づく
拠点として一体的に開発する場合は支援対象となる。

２．課題を踏まえた要望事項案

（１）計画認定制度における自治体の関与
計画認定における地方公共団体の関与規定を設けるなど、国と自治体の連携のもと、
水素社会を実現していくこと。

（２）多様なニーズを捉えた支援
大規模で先行的なパイロットプロジェクトだけでなく、水素社会の実現に資する多様

なニーズへの後押しにも繋がるよう、支援の充実を図ること。

水素社会推進法に対する要望事項案について

１．低炭素水素等供給等事業計画に係る課題

（１）計画認定において、地方自治体が関与や確認を求める手段がない

（２）価格差支援・拠点整備支援の対象が、認定計画の採択事業者に限定
（中小規模案件が支援の対象外）

課題及び要望

22



水素ステーションの状況

水素ステーションの整備促進

〇 2024年4月現在 21か所整備(うちバス対応13か所）

23



東京都の支援策（水素ステーション）

ステーション整備・運営の支援

24

【支援内容（一例）】

●ステーション整備費用
・供給能力300Nm3/h以上：補助率 4/5（中小企業 5/5）、上限 国補助と合わせて5億円

（その他オプションの補助あり）
・供給能力500Nm3/h以上：補助率 5/5 、上限 国補助と合わせて10億円

●バス・トラック対応に必要な増設・改修
補助率： 4/5（中小企業 5/5）、上限：4億円

●ステーション運営費（バス対応2系統の場合）
上限:2千万円（中小企業 4千万円）

●土地賃借料（R4年度以降整備の場合）
補助率： 4/5（中小企業 5/5）

整備費

運営費



東京都の支援策（燃料電池バス）

イニシャルコストの支援（燃料電池バス導入促進事業）
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【基本補助】

車両本体価格から、国の補助金交付額とディーゼルバス相当額を差し引いた額

上限5,000万円

【上乗せ補助】

①５年以内に５台以上導入する計画書を提出した場合

保有10台目まで：上限2,000万円 保有11台目から：上限1,000万円

②自らの営業所等に水素ＳＴの整備（誘致）を図り、商用の目的で運用する場合

上限2,000万円（台数の上限なし）

燃料電池バス
©東京都交通局

国補助（補助率:1/2）
5,000万円

●補助のモデルケース（車両本体価格１億円の場合）

都補助(基本)
3,000万円

事業者負担
2,000万円

都補助(上乗せ)
上限2,000万円

条件を満 たす場合

【ゼロエミッションバス】2030年までに300台以上
※燃料電池バス（FCバス）118台 （2023年度末時点の導入台数）

目標



東京都の支援策（燃料電池バス）

ランニングコストの支援

26

・都内の水素ＳＴに対し、都内ナンバーのバスに充填した水素の軽油との販売価格差を補助

・Ｒ５年度補助額 水素販売１㎏あたり 630円（中小企業 830円）

【補助算定の考え方：イメージ】

●燃料費差支援

補助額を
差し引いて販売

（中小企業の場合）

軽油販売
価格

水素
販売
価格

実際の水素
販売価格

価格差
補助額

830円/㎏

軽油販売
価格

水素
販売
価格

価格差
補助額

630円/㎏
補助額を

差し引いて販売

実際の水素
販売価格

1kmあたり走行コスト差 → 水素1kgあたりに換算



東京都の支援策（燃料電池トラック）

都内での燃料電池トラックの大規模な社会実装

27

補助事業

●燃料電池トラック実装支援事業（～2030年度）

車両導入に対する支援
【補助上限額】 小型トラック：1,300万円 大型トラック：5,600万円

【補 助 額】 国補助に上乗せする形で、同等仕様のディーゼル車両本体価格相当まで補助

燃料費差に対する支援※補助上限額は、毎年度軽油との価格差を踏まえて、改定

【補助上限額】 小型トラック：200万円/台・年 大型トラック：900万円/台・年

【補 助 額】 補助単価(水素と軽油の価格差)に、走行距離をかけた額から国補助等を差し引いた額

取組状況

 自動車メーカーや荷主・物流事業者等による大規模社会実装プロジェクト
（東京プロジェクト）に参画・連携

 都内の燃料電池小型トラック導入台数 79台（2023年度末時点 ）

 幹線物流からラストワンマイル配送まで大規模な商用ZEVトラック等導入
・小型ＦＣトラック ： 約190台（2023年から順次導入）
・大型ＦＣトラック ： 約 50台（2025年から順次導入）

 運行管理と一体となったエネルギーマネジメントシステムの構築

プロジェクト概要

燃料電池大型トラック

燃料電池小型トラック

新



東京都の支援策（FC乗用車）

燃料電池自動車の普及促進
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2030年都内乗用車新車販売：100％非ガソリン化

※燃料電池自動車（FCV）1,539台（2023年3月末時点保有台数 出典：(一財)自動車検査登録情報協会統計資料）

●燃料電池自動車等の普及促進事業

○補助対象車両：燃料電池自動車

○補助額：外部給電機能有 110万円

外部給電機能無 100万円

（再エネ100％電力契約 若しくは 太陽光発電設備(２kW)設置 ＋25万円）

※ＺＥＶ等の一定の販売実績のある自動車メーカーの車両に対して上乗せ補助有

●カーシェア・レンタカー等ZEV化促進事業

○補助対象車両：カーシェア・レンタカー用等に導入される燃料電池自動車

○補助額：外部給電機能有 200万円 、 外部給電機能無 190万円

※ＺＥＶ等の一定の販売実績のある自動車メーカーの車両に対して上乗せ補助有

補助事業

目標

燃料電池自動車
©トヨタ自動車（株）



東京都水素モビリティ・ステーション検討WGの意義

ステーション整備
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 ＷＧの立ち上げ（令和６年2月14日設置）

国や関係事業者と連携した議論を行い、見込まれる車両台数や水素ＳＴの整備が求められるエ

リア等について、合意形成を図る。合わせて水素モビリティや水素ＳＴに関する課題を共有する。

これまでの都の水素ステーション（ＳＴ）配置に係る基本的考え方

見直しの考え方の方向性

 ＦＣ乗用車が水素需要の核になると想定し、都内に網羅的に水素ＳＴを整備

 ＦＣ商用車（バス・小型トラック・大型トラック等）が水素需要の核になると想定し、エリ

アをゾーニングした上で、バスやトラックに対応可能な規模のＳＴについて、既存のＳＴの

一層の活用とともに、重点的な整備を促進することを検討

（ＳＴが無い空白地域には、ＦＣ乗用車用の小規模なＳＴの整備を促進）



東京都水素モビリティ・ステーション検討WGにおける議論の進め方等

ステーション整備
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2030年頃に想定されるFC商用車の規模

 バス ：300台以上

小型トラック ：約3,500台

大型トラック ：約1,000台

 上記需要に必要となる水素ST（バスやトラック対応のST）

合計50基程度（新規・既設を合わせて）

【バス】 ・現在15台/年程度で推移。新型発売後は、30台/年程度で推移すると想定

【トラック】・国がモビリティ水素官民協議会において、2030年に小型1.2～2.2万台、

大型5000台の供給が必要と試算

・全国のトラック台数に対する都内割合は６％程度であるが、都は他地域に

比べ水素モビリティの実装化が進んでおり、ＦＣ乗用車並みの都内割合

20％程度の導入を予測

試算根拠



大田区京浜島の都有地を活用した水素製造施設について

施設概要

施設の場所

大田区京浜島三丁目５番周辺（住居表示）

土地の面積

2,255.79平方メートル

水素製造能力（水電解装置１基当たり）

・１系統500kW級のPEM(固体高分子電解質膜)方式

・１時間に100立法メートルの水素を生成

・水素の純度99.97％以上（ISO14687 Grade-D）

・令和６年度中に水電解装置第１基稼働

・将来的に全３基稼働

水電解装置

圧縮設備

出荷設備

管理棟

太陽光発電設備

令和４年10月にグリーン水素の活用促進に関する基本合意書を締結した山梨県（企業局）
との共同研究開発事業

※令和６年２月時点のイメージパースであり、今後変更となる可能性があります。
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大田三島(昭和島・京浜島・城南島)について

三島の位置と業種業態(2013年)

大田区 まちづくり推進部 都市計画課
令和４年（2022 年）３月「空港臨海部グランドビジョン2040」より

◎ 京浜島は、昭和島と並び製造業の産業集積が図られた土地

◎ 主として鉄工業系の企業により工業団地が形成されているが、近年は非製造業も増加している状況
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事業概要

 脱炭素社会実現の柱となるグリーン水素は高価で流通量も少なく、積極的な使用環境にない

 取引の活性化のため、水素取引所の立ち上げに向けた制度設計及び需要の掘り起こしが必須

 制度設計に向けた知見の獲得に向け、国産グリーン水素を用いたトライアル取引を実施

• ドイツのＨ２グローバル方式を東京で取り入れるためのアジャストメント
• 国内（都内）水素の将来的な見込み想定（～2030）
• 実施主体の検討 ・国やＪＯＧＭＥＣとの意見交換
• 規模や時期の検討 ・取引所のスキーム案の策定 ・需要と供給の掘り起こし

制度設計

• 既存の供給者と需要者とのダブルオークション（トライアル）の実施
• グリーン水素の購入と販売の差額や運搬費の差額を負担
• 運搬用トレーラーを確保・提供し、ボトルネックのロジスティック面を支援

国産グリーン水素に係るトライアル取引の実施

①最安値提示者から購入 ②最高値提示者に販売東京

取引所

国内グリーン水素製造者

グリーン水素製造

都内ｵﾌｻｲﾄ型水素ｽﾃｰｼｮﾝ
都有施設 等

グリーン水素利用者

(ダブルオークションの値差を負担)

H2 H2

¥ ¥
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グリーン水素取引所の立ち上げに向けた取組


